
長崎大学総合環境研究 第3巻 合併号 pp.1-ll 2001年3月

欧州における都市持続可能性指標の利用に関する展望
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JunYAMASHITA

ABSTRACT

Thepresent study reviews applications of

urbansustainabilityindicatorsinEurope.These

indicatorsaimedtomeasureprogressofsustain-

abledevelopmentchieflyinurbanareas.Chapter

2Outlinesaprojectforurbansustainabilityin-

dicators,theUrbanAudit,undertakenbythe

EuropeanUnioninthelate1990S.Finally,Some

problemsintheapplicationsoftheseindicators

aresummarisedinChapter3.

Ⅰ.はじめに

先進国･途上国の双方におけるローカルアジェン

ダ21の策定で象徴されるように､1992年の地球サミッ

ト以降､地域的な持続可能な発展への市民の関心が

高まり､それにともなって地域的な持続可能性の進

捗状況の測定に関しても関心がはらわれるようになっ

た｡このことは持続可能性を測定するための尺度で

ある持続可能性指標 (sustainabilityindicators)

の開発の必要を意味している｡持続可能性指標の開

発は1990年頃から開始されるが､持続可能性指標を

含む各種指標の開発は､指標が開発された時期に主

流であった開発論と深い関係にある (表 1)｡すな

わち第二次世界大戦後の1950-60年代では､大戦から

の復興を重視し､経済的な生活水準の向上を目標と

した経済開発に力点がおかれた｡このため､生活水

準の向上や経済発展の度合を測定する目的で､GNP

やGDP等の経済指標が多用されたといえる (森田ら､

1992)｡しかし1972年の国連人間開発会議でもみら

れたように､経済発展と同調した重化学工業中心の

産業構造の転換にともない､これら産業による負の

外部効果として公害問題が世界各国で発生し､1970-

80年代には健康､福祉､厚生等で表される生活の質

の向上を目的とした社会開発が､それまでの経済開

発に代わり開発論おいて主流となった｡社会指標は､

このような社会開発の目標である生活の質を測定す

るために開発された｡また経済開発から社会開発へ

の進展にともなって､経済企画庁による新国民生活

指標や国連開発計画による人間開発指数 (Human

DevelopmentIndex)等､経済的な要素を加味した

社会指標が作成されたのもこの時期である (図1;

鵜野､1989;国連開発計画､1998)｡最後に1992年

の地球サミットを境に､これまでの人間社会を重視

した開発ではなく､自然環境への配慮も強調され､

表1 開発論と各種指標の関係

開 発 論 開 発 の 目 的 指 標

経済開発 生活水準 (standardofliVing)の向上 経済指標(例)GNP,GDP

社会開発 生活の質 (qualityoflife)の向上 社会指標(例)新国民生活桔梗,HDⅠ
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図 1 持続可能性指標と種々の持株の関連

持続可能な社会システムの創造を目的とした持続可

能な発展という新たな思想が開発論のなかで主流と

なった｡したがって持続可能な発展の進捗状況を測

定するために開発されたツールが持続可能性指標と

いえる｡ また上述した開発論の流れを踏襲 し､持続

可能性指標には経済 ･社会 ･環境の三指標の要素が

備わっている｡ なお持続可能な発展論以降､開発論

において環境要素が重視されるようになり､経済指

横や社会指標においても環境要素を加味 した指榛が

開発されるようなった (日本計画行政学会､1986､

1995)｡たとえば旧来からの経済指標に環境要素を

加味した例として､環境経済統合勘定やグリーンG

NP等があげられる (鷲田､1999)0

持続可能性指標は利用される対象により細分化さ

れるが､そのうち都市地域を対象とした都市持続可

能性指標 (urbansustainableindicators)は旧来

からある経済指標､社会指標､環境指標と比較 した

場合､総合性､未来志向､配分や市民参加の考慮と

いう点で特徴的である (Maclaren､1996)｡すなわ

ち総合性に関しては､持続可能性の経済 ･環境 ･社

会の3次元をすべて包括するという意味で持続可能

性指標は総合的であるとされる｡また未来志向に関

しては､世代間の公平の達成へむけた進展状況を測

定することに､持続可能性指標が利用されていると

いう点で未来や将来を志向している｡さらに分配に

関しては､持続可能性指標は世代間の公平だけでな

く､世代内 ･地域内で経済 ･社会 ･環境に関する配

分も考慮している点で､世代内の公平も測定するこ

とが可能である｡最後に市民参加に関しては､政策

策定過程に市民が参加することによって､広範囲に

わたるステークホルダーの意見を反映するという点

で持続可能性指標は特徴的である｡なおこのような

都市持続可能性にみられる4つの特徴は､持続可能

性指標を展望した他の文献でもみられることから､

都市地域に特化した都市持続可能性指標と､それ以

外の地域にも活用される汎用な持続可能性指標とい

う違いがあるものの､持続可能性指標に共通する一

般的な特徴であるといえる (内藤 ･加藤､1998;

BellandMorse､1999)0

環境への負荷が農村より大きいことに起因して､

都市において持続可能な発展の度合を測定する必要

性が強調されたことから､都市持続可能性指標を用

いた各種の研究や事業が近年盛んに行われている｡

その一例としては､イギリス国内の主に都市自治体

を対 象 と した 地 方 行 政 監 督 会 議 (Local

GovernmentManagementBoard)による持続可

能性指標事業 (Sustainabilitylndicators'Project)

や国連人間居住センターによる都市指標プログラム

(UrbanlndicatorProgramme)等がある (Local

GovernmentManagementBoard､1995)｡特に地

方行政監督会議による持続可能指標事業は､たとえ

ばファイフ･カウンシルのような環境保全に積極的

な自治体を､その後独自の持続可能性指標の開発へ

と向かわせた点で (FifeRegionalCouncil､1995;

FifeCouncil､1997)､またイギリスの国家レベルで

の持続可能性指標の開発を進展させた点で､その影
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響は大きいといえる (GreatBritain､1996､1999)10

以上を踏まえて本研究では､近年その開発と応用

が著しい都市持続可能性指標の利用について展望す

ることを目的とする. なお様々な地域や親閲によっ

て各種の都市持続可能性指標が開発され､これらの

指標を用いた研究 ･事業が展開されているが､紙面

の関係から本研究では欧州で展開されている都市持

続可能性指標を用いた事業に焦点をしぼり､その利

用について次章で論じるとともに､この事業の特徴

を要約する｡そして3章で､都市持続可能性指標を

用いた研究や事業の今後の課題について言及する｡

Ⅱ.都市持続可能性指標の利用 :EUによる都市監

査の場合

以下ではEUによって1990年代終盤に実施された

都市監査 (UrbanAudit)の概要と､エジンバラと

グラスゴーを事例としたこの事業の具体的な成果に

ついて論じる｡

1.概要

都市監査は､欧州委員会の一組織である地域政策理

事会 (DirectorateGeneralforRegionalPolicies)

により､欧州地域開発基金 (EuropeanRegional

DevelopmentFund､ERDFと略)に関する第10条

項のもとで実施された一連の事業のなかから生まれ

た新たな試験事業の一つである (山下､2000a)2｡ す

なわち､都市監査に先行したERDFの第10条項下の

試験事業であった都市試験事業 (Urban Pilot

Projects)や都市共同体イニシアティブ (URBAN

CommunityInitiative)の政策 ･事業上の成功例が､

『EUにおける都市アジェンダにむけて』(都市アジェ

ンダと略)と題する欧州委員会の出版物 (European

Commission､1997)として刊行された｡ このなか

で､EU加盟国の諸都市を持続可能な方向へとむけ

るため､都市政策上の優先事項を識別する上で､ま

た行動計画を策定し､都市における持続可能性の進

捗状況を評価する上で､都市に関する情報の存在が

重要であるにもかかわらず非常に限られている点が

指摘されている. この点を鑑み､『都市アジェンダ｣

では､都市における生活の質を評価するために､E

Uの諸都市間で比較可能な都市に関する情報の必要

性が認識されるとともに､都市監査に関して以下の

事項が提案された｡すなわち都市監査では共通の都

市持続可能性指標と測定手法を開発することで､都

市における生活の質を測定すべきである点と､都市

監査を実施するにあたって地域政策理事会と欧州委

員会統計局 (EUROSTAT)は加盟各国の統計機関

と協力し､都市と人口集積地域に関する情報を地域

レベルで集計する一方で､統計情報に関する定義を

加盟各国間で統一するべき点である｡さらに先述し

た都市試験事業や都市共同体イニシアティブと同様

に､ERDFの第10条項のもとで実施された事業の一

つである都市フォーラム (UrbanForum､1998年

にウィーンで開催)でも､都市と関連 した情報の必

要性が議論され､欧州都市フォーラムでの討論の内

容を示した欧州委員会の出版物である 『持続可能な

都市開発｣(EuropeanCommission､1998)では､

24の行動の一つとして ｢都市の状況に関する比較可

能な情報の向上｣が提言されている｡

このような経緯を踏まえ､都市監査の目的は､都

市における持続可能な発展の進捗度を計測するため

の都市持続可能性指標を開発することと､ これらの

指標により各事例都市における持続可能な発展にむ

けた現状を報告することにある｡ またこのことを通

じて､当試験事業の対象都市だけでなく､EU内の

他都市での情報を蓄積し､結果として都市間の情報

交換が促進されることも都市監査は意図している｡

上記のような目的から､ERDFの第10条項にもと

づき､欧州委員会統計局の援助のもとで､地域政策

理事会により1997年6月から都市監査が開始され､

都市持続可能性指標が開発された｡まず指標に関し

ては､都市における持続可能な発展と関連 した社会

経済的側面､市民参加､職業訓練と教育の水準､環

境､文化と余暇という5分野において33の参考指標

(referenceindictors)が選定された (表 2)｡ この

表から､都市監査で用いられた指標は､社会､経済､

環境という持続可能な発展の三側面に加えて (山下､

1999)､｢市民参加｣という項目を内包することから､

持続可能な発展の第4番目の 『制度｣に関する側面

も含む総合的な指標であることがわかる (Maclaren､

1996)｡対象都市で事業を実施する場合､ これら33

の参考指標を参照しつつ､加盟各国は､ この5分野

をより具体化した21領域 (表3)で示されている宙

余の指標のなかから､適当な指標を選択し､場合に

よっては提示された百余の指標を一部修正すること

で､各国の事情にあった都市持続可能性指標群を形

成する｡ このことにより､都市の持続可能性に関す

る5分野の枠組のなかで､国内ばかりでなく国際的

にも諸都市の指標値を相互に比較することが可能と

なる一方で､持続可能性の進捗状況の判別や都市固

有の問題の識別が可能となる｡

これらの都市持続可能性指標の有用性を検証する

ために都市監査では､欧州委員会の招致による加盟

総合環境研究 第 3巻 合併号
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表2 都市監査で示された参考指棲

Ⅰ.社会経済的側面

指標1:総人口 (性別 ･年齢別入口,なお年齢別人

口は0-14歳,15-64歳,65歳以上の3類型であり,

性別も含めて6類型となる)

指標2:家族構造 (単身,二世代,三世代世帯の3

類型)

指標3:-人当たりのGDP

指標4:平均世帯収入

指標5:生活保護の給付水準

指標6:ホームレス数

指標7:生活保護世帯数

指標8:平均住宅価格と平均家賃

指標9:持家率

指標10:外国籍を有する住民の割合

指標11:誕生時の平均寿命

指標12:犯罪発生率

指標13:第一 ･二 ･三次産業別労働人口

指標14:全人口に占める労働者数の割合

指標15:就業率

指標16:失業者率

指標17:女性就業者数と女性就業率

Ⅱ.公民権に関する市民参加

指標18:最新の地方自治体選挙における投票率

指標19:全人口に占める地方自治体選挙への参政権

を有する有権者率

指標20:市 ･区議会議員に占める女性議員の割合

Ⅱ.職業訓練と教育の水準
指標21:初等 ･中等教育レベルでの学校中退者の割
令

指標22:全人口に占める教育水準 (男女別高等学校

進学率)

指標23:高等教育機関への近接度 (男女別大学 ･短

大進学率)

指標24:保育所が網羅されている割合 (保育所入所

待機者数)

Ⅳ.環境

指標25:大気 ･水の質と餐音 (大気,水質,蛋昔の
各々で規制基準を上回った日数)

指標26:エネルギーと水の消費量 (一人あたりの電

気,ガス,石油,水の消費量)

指標27:廃棄物とし尿処理 (廃棄物に占める焼却,

埋め立て,再利用の割合,し尿に占める処理後放流,

投棄,埋立,再利用 (中水利用)の割合)

指標28:交通パターン (総旅客輸送量に占める自動

車,バス,電車,徒歩,自転車の割合)

指標29:緑地の割合

指標30:人口密度

Ⅴ.文化と余暇

指標31:年間の上映映画数と劇場上演数

指標32:美術館数と年間美術館訪問者数

指標33:スポーツ施設数

(EUの資料による)

表3 都市監査で示された21領域

Ⅰ.社会経済的側面

領域1:人口

領域2:国籍
領域3:世帯構成

領域4:労働市場と失業

領域5:収入 ･経済格差 ･貧困

領域6:住宅

領域7:健康
領域8:犯罪

領域9:雇用

領域10:経済活動

Ⅱ.公民権に関する市民参加

領域11:市民参加

Ⅱ.職業訓練と教育の水準
領域12:教育と職業訓練の供給

領域13:教育水準

Ⅳ.環境
領域14:大気と昏音

領域15:水質

領域16:廃棄物処理

領域17:土地利用

領域18:交通

領域19:エネルギー利用

領域20:気候 ･地理

V.文化と余暇

領域21:文化と余暇

(EUの資料による)
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15カ国の58都市で1998年5月か ら試験段階 (pilot

phase)を実施した｡イギリスの場合､以下で示す

エジンバラやグラスゴーを含む8都市が事例地域と

して選出されている3｡ ただ都市規模の関係からロン

ドンとパリはこれら58都市に含まれていない｡都市

監査の試験段階では､対象都市だけでなく､国家 ･

地方 ･地域といった様々な地域スケールで利用可能

な情報が収集され､情報源や情報の利用可能性や定

義の多様性等に検討が加えられている｡すなわち58

都市のうち27都市に関しては､対象都市だけでなく､

周辺部も考慮に入れた連担都市 (conurbationcit-

ies)や広域地域単位 (WideTerritorialUnits)で

も情報が収集され､これらの広域地域における都市

の持続可能性の進捗状況も､対象都市と同様に調査

されている｡なおこれら58都市によって約4,260万人

が､また27都市の広域地域単位によって約7,000万人

が,試験段階の対象人口に含まれる｡

これら58都市で実施された試験段階の成果の概要

(EuropeanCommunities､ 2000a)と､各都市に

おけるの持続可能性の進捗状況 (EuropeanCom一

munities､ 2000b)が報告される一方で､各都市で

の事業の成果を基礎とし､他都市-応用可能な 『都

市監査マニュアル (UrbanAuditManual)｣が欧

州委員会によって刊行されている (EuropeanCom-

munities､ 2000C)｡以下では､試験段階での対象

都市であるエジンバラとグラスゴーを事例として､

都市監査の具体的な成果について紹介する4.

2.エジンバラ

スコットランド東部のフォース湾に位置するエジ

ンバラは､グラスゴーにつぐ人口約45万を有するス

コットランドの首都である｡主要な産業は金融､高

等教育､医療等の専門的なサービス業であり､特に

金融業は盛んで､ロンドンにつぐ国内第2の金融セ

ンターとなっている｡ またその他の産業 も研究開発

やデザイン等の付加価値の高い分野に特化 し､ この

分野におけるエジンバラ大学やへリオット･ワッツ

大学等の高等教育棟閲による貢献度は高い0-万ス

コットランド庁がおかれた関係上､全就業者にしめ

る公務従事者の割合が以前から高かった｡加えて17

07年にイングランドとの連合によって解散されてい

たスコットランド議会が1999年5月に再開されると

ともに､イギリス中央政府から各種の権限が移管さ

れたことから､公務部門が強化されている｡一方鉄

道網 ･水上網 ･航空路線とも発達し､交通の要所と

なっているが､地下鉄が発達しているグラスゴーと

異なり､エジンバラ市内の公共交通はもっぱらバス

輸送に依存している｡ 失業率は常に全国平均以下に

あり (3.1%､1999年)､イギリスの都市のなかでも

低水準にある｡しかしェジンバラの経済的な繁栄の

影でいくつかの問題地域が存在し､そこでは失業率

が市の平均よりも著しく高いことから､ このような

地域における社会的問題に対処するため､市は様々

な事業を展開している｡最後にエジンバラには多数

の美術館や博物館があり､加えて1947年以来開催さ

れている国際音楽演劇祭や､国際映画祭､国際ジャ

ズフェスティバル等の数多くの行事が一年を通 じて

催されている｡

このような状況にあるエジンバラで実施された都

市監査の結果が､上述 した都市の持続可能性の5分

野において要約されている (EuropeanCommissio

n､2000も)｡すなわちイギリスの8対象都市では､地

域政策理事会によって示された33の参考指標を踏ま

えて､40指標が選定され､そのうち20指標が社会経

済的側面を､4指標が市民参加を､4指標が職業訓練

と教育の水準を､9指標が環境を､残り3指標が文化

と余暇を表している (表4)｡これらの40指標のうち､

58都市の29都市以上でデータが利用可能である場合

にのみ､1から5までの評価が示されている｡ これ

らの評価は､まず各指標の素点を都市の持続可能性

が進展していると考えられる順番に高い方から低い

方へ順番に配列した後､データが利用可能な都市を

5等分し､等分された各階級のうち最も高い階級に

評価1を与える｡以下順次2､3､4と評価を与え

た後､最も低い階級に評価5を与えている｡

エジンバラの場合､先述した40指標のうち社会経

済的側面､市民参加､職業訓練と教育の水準の3分

野に関しては､各分野における評価の平均値が各々

2.75､3.00､3.00であることから､対象都市におい

て中程度の水準にあるといえる｡ただ職業訓練と教

育の水準に関しては､保育所数という一指標によっ

てこの分野の水準を評価していることから､調査が

十分であるとはいえず､今後複数の指標を用いて再

度検討する必要があるといえる｡ついで文化と余暇

に関しては､上述したように各種の文化施設と文化

的行事が充実していることと関連して､極めて良好

な水準 (平均値1.67)にあるといえる｡ これに対 し

て､環境と関連した指標 (たとえば指標29､33､34)

の評価が著しく悪く､特に指標29で表される二軟化

窒素濃度に関しては,上述したようなバス交通に依

存した都市交通システムと関係していると考えられ

る.最後に40指標のうちデータが利用可能な28指標

の評価の平均は2.86であり､総括するとエジンバラ

総合環境研究 第3巻 合併号
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山下 潤

表4 エジンバラにおける都市監査の結果

指 標

I.社会経済的側面

1.現住人口 (1997年)

2.人口増減 (1981-1997年)(%)

3.幼年人口と老年人口 (すなわち従属人口)の割合 (%)(1997年)

4.外国人の割合 (%)(1991年)

5.EU圏外の外国人の割合 (%)(1991年)

6.平均世帯規模 (1997年)

7.女性就業者率 (%)(1996年)

8.全雇用者にしめる産業年齢人口の割合 (%)(1996年)

9.失業率 (%)(1996年)

10.25歳 (%)未満人口における失業率 (%)(1996年)

ll.1週間あたりの世帯収入の中央値 (ユーロ､1998年)

12.全国的な平均世帯収入の半分未満を受け取っている世帯の割合 (%)

13.持ち家率 (%)(1996年)

14.年間平均世帯収入にしめる住宅価格平均の割合

15.平均余命 (年)

16.1,000人あたりの年間犯罪発生件数 (1996年)
17.製造業従事者率 (%)(1996年)

18.サービス業従事者率 (%)(1996年)

19.雇用率の変化 (%)(1991-1996年)

20.-人当たりのGDP(1996)(ユーロ､1998年)

Ⅱ.公民権に関する市民参加

21.地方自治体選挙の投票率 (%)(1995年)

22.女性議員の割合 (%)(1995年)

23.地方自治体の歳出総額 (ユーロ､1998年)

24.最低限の成績で義務教育を完了した生徒の割合 (%)(1997)

Ⅱ.職業訓練と教育の水準
25.(1,000人のあたりの)保育所数 (1997年)

26.(1,000人のあたりの)高等教育機関数 (1997年)
27.男性のうち高校卒業者の割合 (%)

28.女性のうち高校卒業者の割合 (%)

Ⅳ.環境

29.年間で二酸化窒素濃度が200mg/dを越えた日数
30.65db以上の壌音の被害がある人口の割合 (24時間中の平均時間)(%)

31.住民一人あたりの年間水消費量 (d)

32.住民一人あたりの年間固形廃棄物収集量 (kg)(1996/97年)

33.焼却 ･リサイクルされた固形廃棄物の割合 (1996/97年)(%)

34.人口密度 (人/kd)(1996年)

35.市民が利用できる緑地の面積 (平方メートル/人)(1996年)

36.通勤にしめる公共交通の利用度 (%)(1991年)

37.住民一人あたりの電力使用量

V.文化と余暇
38.住民一人あたりの年間映画入場回数 (1996年)

39.住民一人あたりの年間劇場入場回数 (1996年)

40.住民一人あたりの年間美術館入場回数 (1996/97年)

4

3

2
3

3

3

2

1

5

2

NA
NA
2

NA
NA
3

5

1

4

1

5

2

2

NA

3

NA
NA
NA

5

NA
NA
2

4

5

NA
3

NA

l

1

3

荏 :評価では1が最高を,5が最低を表している｡NAは欠損値を示す｡
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欧州における都市持続可能性指標の利用に関する展望

の持続可能性に関する評価は中程度の水準にあると

いえる｡

3.グラスゴー

スコットランドの西に位置し､クライド川の河口

に広がるグラスゴーはスコットランド最大の都市で

あり､人口は約62万である｡ 旧来グラスゴーは良質

な港と近郊の炭田を背景として､造船､製鉄､織物

等の工業が盛んであり､現在も雇用者の11%が製造

業に従事しているが､近年はサービス業が産業の中

心となっている｡ また高等教育機関も同市の経済に

重要な役割を果たし､グラスゴー大学とストラテイ

クライド大学はイギリス国内でも主要な学術研究セ

ンターとなっている｡なお交通に関しては港を基礎

とした海上交通に加えて､高速道路システム､鉄道､

空港が整備され､イギリス国内ばかりでなく､海外

との交通アクセスも良好である｡同市の社会的側面

に関しては､失業率は7%程度であるが､都市計画

や都市再開発等の施策にもかかわらず､失業率40%

程度の問題地域が存在し､約27万人が社会的な問題

を複数抱えた地域に居住するとされる｡ なおグラス

ゴーは大 グ ラス ゴー地 域 (greater-Glasgow

region)の中心に位置し､他の5つの地方自治体と

ともに大グラスゴー地域を構成しているが､都市監

査において用いられた広域地域単位は､この大グラ

スゴー地域よりも大きく､1996年以前の地方自治体

の行政区域にもとづいている｡

グラスゴーで実施された都市監査の結果をみると､

先述した40指標のうち社会経済的側面に関しては､

対象都市内で中程度の水準 (平均値2.94)にあるが､

経済的側面と関連した指標が比較的良好であるのに

対して､社会的側面と関連した指標 (たとえば指標

9､10､16)の値が著しく悪い (表5)｡ この点は上

述したグラスゴーの現状をよく表しているといえる.

つぎに市民参加に関しては中程度の水準 (平均値3.3

3)である.そして職業訓練と教育の水準に関して

は､利用可能なデータは指標25の保育所数だけであ

るが､非常に悪い水準 (平均値5.00)にある｡また

環境に関しては中程度の水準 (平均値3.00)にある

といえる｡ 最後に文化と余暇に関しては良好な水準

(平均値1.33)にあるといえる｡ただ職業訓練と教育

の水準でもわかるように､一つの指標によってこの

分野の水準を測ることは十分であるとはいえず､複

数の指標を用いて再度検討する必要がある｡ また40

指標のうちデータが利用可能な29指標の評価の平均

が2.90であり､総括するとエジンバラと同様に､グ

ラスゴーの持続可能性に関する評価は中程度の水準

にあるといえる｡しかし環境経済統合勘定やグリー

ンGNPと異なり､絶対的な数値で持続可能な発展の

進捗状況を測定できない都市監査の指標によるこの

ような相対的な評価が､はたして真の意味で都市に

おける持続可能な発展の進捗状況を正しく表してい

るか否かは､今後検討の余地があるといえる｡

以上がェジンバラとグラスゴーにおける都市監査

の結果であり､利用可能な全指標に対する評価の平

均点から､58都市のなかでの位置づけは両市とも中

程度であるといえるが､エジンバラは環境と文化の

両面で､一方グラスゴーは社会と文化の両面で特徴

を有するといえる｡今後都市監査では､このような

評価方法で都市の持続可能性を評価し､都市監査マ

ニュアル (EuropeanCommission､2000C)にした

がって毎年同種の調査を実施することで､調査結果

が蓄積される予定である｡

以上のようにエジンバラとグラスゴーを事例とし

て都市監査について展望したが､その結果を踏まえ

て､都市監査の特徴を以下のように要約できる｡

1)都市の持続的な発展を組合的な視点から把握

しようと試みた｡すなわち上述したように都市監査

で用いられた都市持続可能性指標は､持続可能な発

展の経済､社会､環境3側面だけでなく､第4の側面

である制度面も網羅している総合的な指標である｡

したがって3側面 (もしくは4側面)のいずれか一つ､

もしくは2つをとらえただけの旧来の指標と異なり､

都市監査の指標は ｢総合性｣という点で評価される

といえる｡

2)都市持続可能性指標は社会指標の延長上に位

置づけられている｡ 1)でみたように､都市監査の

都市持続可能性指標は総合的な指標であり､持続可

能な発展の4側面を満たす指標であるが､データの

制約との関連で､経済や社会に関する指標が多数を

占め､環境 ･制度に関する指標は少数であり､経済･

社会指標に環境指標が加味された形となっている｡

したがって持続可能な発展へむけたEU諸都市の進

捗状況を測定するために実施された都市監査である

が､経済指標を塔まえて開発された社会指標の目的

と同様に､都市監査の都市持続可能性指標において

も､基本的に ｢生活の質｣の状況をEU諸都市で測

ることが主要な目的がおかれていることから､都市

持続可能性指標は社会指標の延長上におかれている

といえる｡

Ⅱ.むすび
以上のようにEUによる都市監査を事例として欧

総合環境研究 第3巻 合併号
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表5 グラスゴーにおける都市監査の結果

指 標

Ⅰ.社会経済的側面

1.現住人口 (1997年)

2.人口増減 (1981-1997年)(%)

3.幼年人口と老年人口 (すなわち従属人口)の割合 (%)(1997年)

4.外国人の割合 (%)(1991年)

5.EU圏外の外国人の割合 (%)(1991年)

6.平均世帯規模 (1997年)

7.女性就業者率 (%)(1996年)

8.全雇用者にしめる産業年齢人口の割合 (%)(1996年)

9.失業率 (%)(1996年)

10.25歳 (%)未満人口における失業率 (%)(1996年)

ll.1週間あたりの世帯収入の中央値 (ユーロ､1998年)

12.全国的な平均世帯収入の半分未満を受け取っている世帯の割合 (%)

13.持ち家率 (%)(1996年)

14.年間平均世帯収入にしめる住宅価格平均の割合

15.平均余命 (年)

16.1,000人あたりの年間犯罪発生件数 (1996年)

17.製造業従事者率 (%)(1996年)

18.サービス業従事者率 (%)(1996年)

19.雇用率の変化 (%)(1991-1996年)

20.-人当たりのGDP(1996)(ユーロ､1998年)

Ⅱ.公民権に関する市民参加

21.地方自治体選挙の投票率 (%)(1995年)

22.女性議員の割合 (%)(1995年)

23.地方自治体の歳出総額 (ユーロ､1998年)

24.最低限の成績で義務教育を完了した生徒の割合 (%)(1997)

Ⅱ.職業訓練と教育の水準
25.(1,000人のあたりの)保育所数 (1997年)

26.(1,000人のあたりの)高等教育機関数 (1997年)

27.男性のうち高校卒業者の割合 (%)

28.女性のうち高校卒業者の割合 (%)

Ⅳ.環境

29.年間で二酸化窒素濃度が200mg/dを越えたEj数

30.65db以上の壌音の被害がある人口の割合 (24時間中の平均時間)(%)
31.住民一人あたりの年間水消費量 (d)

32.住民一人あたりの年間固形廃棄物収集量 (kg)(1996/97年)

33.焼却 ･リサイクルされた固形廃棄物の割合 (1996/97年)(%)
34.人口密度 (人/kJ)(1996年)

35.市民が利用できる緑地の面積 (平方メートル/人)(1996年)

36.通勤にしめる公共交通の利用度 (%)(1991年)

37.住民一人あたりの電力使用量

V.文化と余暇
38.住民一人あたりの年間映画入場回数 (1996年)

39.住民一人あたりの年間劇場入場回数 (1996年)

40.住民一人あたりの年間美術館入場回数 (1996/97年)

4

3
2

3

3

3

2

1

5
2

NA

NA

2
NA

NA

3

5

1

4

1

5
2

2
NA

3

NA

NA

NA

5

NA

NA

2

4

5

NA

3

NA

l

1

3

注 :評価では1が最高を,5が最低を表している｡NAは欠損値を示す｡
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欧州における都市持続可能性指標の利用に関する展望

州における都市持続可能性指標の利用状況について

展望した｡試験段階が終了し､事業が緒についたば

かりの都市監査であるが､これまでの成果を踏まえ

て､今後新たに都市持続可能性指標を開発 ･応用す

る際に考慮すべき点を以下に示した｡

1)社会や制度に関する指標をいかに取り扱うか

という問題がある｡ まず社会指標や制度に関する指

標に固有の指標化や変数化の問題と､指標化 ･変数

化した段階でのデータ収集の問題がある｡ すなわち

経済指標や環境指標では､GNPや環境基準のように

指標化 ･変数化しやすく､かっそれらの指標を比較

的容易に数量化することが可能であるが､社会指標

や制度に関する指標は指標化や数量化の際に困難を

ともなう｡このことは総合的な持続可能性指標を開

発する際にもあてはまる｡また社会や制度に関する

指標と経済 ･環境指標の関係把握の問題もある｡す

なわち社会や制度に関する指標と経済や環境に関す

る指標はどのような相関にあるのかを明らかにする

必要がある｡たとえば経済指標と環境指標を包括 し

たグリーンGNPや環境経済統合勘定による研究成果

をみた場合､社会指標と環境指標は負の相関関係に

ある｡ また人間開発指標や新国民生活指標を用いた

分析結果では､経済指標と社会指標は正の相関関係

にある｡このことから､社会指標と環境指標は負の

相関関係にあると推測されるが､データと手法上の

制約の問題から､両者の関係は厳密に示されていな

い｡このような社会指標に関る分析 ･評価手法の唆

昧さは都市持続可能性指標においても継承されてい

るといえ,この点を今後明確にする必要がある｡ さ

らに先述したように持続可能な発展における経済 ･

社会 ･環境という3側面のうち2側面の関係だけを

含む評価手法は開発されているが,都市監査のよう

な3側面すべてを含んだ総合的な都市持続可能性指

標を客観的に評価する手法が十分に開発されている

とはいいがたい｡ したがってこれら3側面の関係を

一括してとらえる客観的な持続可能性指標を用いて､

諸都市が持続可能な開発へむけて進展しているか､

逆に後退しているかを把握する評価手法を開発する

必要があるといえる｡

2)指標と関係した情報を総合的に管理 ･分析す

るためのツールである地理情報システム (GIS)杏

活用する必要がある｡指標の利用に関するいくつか

の先行研究でも結構されているように (European

EnvironmentalAgency､1998;中ロ､1999)､持続

可能性指標を用いた研究 ･事業では､指標と関連 し

た膨大な地域データを収集し､経年的に蓄積 した上

で､指標の値を算出し､評価することになる｡ した

がってこのような膨大な地域データの処理 ･分析を

可能とするGISの存在は､今後持続可能性指標を取

り扱う上で不可欠であるといえる｡

3)ローカルアジェンダ21と連携して､地域的な

持続可能性指標を開発することが重要である｡すな

わち地域的な環境行動計画としてのローカルアジェ

ンダは､各地域独自の特性を活かしっっ策定されて

いることから (山下､2000b)､都市監査でも考慮さ

れたように地域的な特徴を反映するよう参考指標を

照合しっっ､対象地域独自の持続可能性指標を作成

する必要がある｡ このことにより､各地域の特性に

対応する形で作成された持続可能性指標によって､

行動計画としてのローカルアジェンダ21を実現させ

るための種々の都市政策が､都市の持続可能な発展

へ向けてうまく機能しているかを､はじめて検討 ･

評価することが可能となる｡
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注

1地方行政監督会議による持続可能性指標事業に関して

は中ロ穀持氏によるインタ-ネット上のホームページを参

照されたい｡ このホームページのURLはhttp://

gmi.mine.ne.jp/LGMBO.HTMLである｡またファイフ･

カウンシルによる環境政策への取り組みに関してはJacks

onandRoterts(1997)が詳論しており､ファイフ･カ

ウンシルに限らず､スコットランド全域を対象とした持続

可能性指榛に関してはFriendoftheEarthScotland

(1996)を参照されたい｡

2 ERDFの第10条項では､EU加盟国のコミュニティ･

レベルにおける地域開発に関する研究や試験事業を支援す

る目的で､資金援助が可能であるとされている｡ なおこの

条項のなかで資金援助の対象となる研究として､EU加盟

国の国境を越えて影響を及ぼすと考えられる加盟国政府に

よる空間政策に関する研究や､EUの空間領域の有効利用

に関する将来像を提示することを目的とした研究等が含ま

れる｡

3試験事業が実施された58都市は以下のとおりである｡

アイルランド(コルク､ダブリン●)､イギリス (ェジンパ

ラ､カーディフ､グラスゴー●､バーミンガム●､プラッド

フォード､マンチェスター●､リーズ､リバプール●)､イ

タリア (ジェノバ､トリノ､ナポリ●､パリ､バレルモ､
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山下

フィレンツェ､ミラノ●､ローマ)､オーストリア (ウィー

ン､ダラーツ)､オランダ (アムステルダム､ロッテルダ

ムつ､ギリシャ (アテネ●､テッサロニキ､パトラス)､ス

ウェーデン (ストックホルム●､ヨーテポリ)､スペイン

(サラゴーサ､セビリア●､バルセロナ●､バレンシア●､マ

ドリッド●､マラガ)､デンマーク (コペン--ゲン')､ ド

イツ (ェッセン､ケルン､シュトゥツガルト●､ ドレスデ

ン､ハンブルク､フランクフルト●､ベルリン､ ミュン-

ン､ライプチヒ､)､フィンランド(ヘルケンキ●)､フラン

ス (ストラスプール●､ツールーズ●､ナン卜､ボルドー●､

マルセイユ●､ニース､リール●､リヨン●)､ベルギー (ア

ントワープ､ブリュッセル)､ポルトガル (ブラガ､ボル

ト●､リスボン●)､ルクセンブルク (ルクセンブルク)｡な

お*を付した都市では､連担都市や広域地域単位での分析

も実施されている｡

4 都市監査に先立ち地方行政監督会議によりイギリスで

実施された持続可能性指標プロジェクトで､ストラテイク

ライド地域カウンシルが当プロジェクトの対象地域となり､

グラスゴーは当カウンシルの一部を構成していたことから､

持続可能性指標に関する事業の経験を有する自治体である｡

なお1990年代後半にスコットランドで実施された自治体組

織の改組に伴い､それまでの地域カウンシル (regional

councils)と､地域カウンシルを構成する個々のカウンシ

ル (councils)という二層構造が解消され､現在は地域カ

ウンシルもしくは個々のカウンシルのみが存在し､ともに

現在の呼称はカウンシルである｡たとえばストラテイクラ

イド地域カウンシルの場合､地域カウンシルが消滅し､現

在ではグラスゴーのような個々のカウンシルのみが存在す

る｡
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